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アジア経済法令ニュース No.26-12 

 添付法令資料 1： 韓国地方自治法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国国家产业技术工程化中心管理办法（目次） 

 添付法令資料 3： 住宅セクターにおけるリスクベース事業許可の実施における 

  事業活動基準、監督実施及び制裁賦課に関する2025年12月31日付 

  インドネシア共和国住宅及び居住地域大臣規則 No.18（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナムにおける国際金融センターに関するベトナム国会の決議（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2026 年 3 月 19 日（木） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 種苗法第十三条第一項及び第二十一条の二第三項の規定に基づき品種登録出

願及び届出に係る事項を公示する件（農林水産省告示第 340 号） 

26.03.01 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 民族团结进步促进法 

26.03.12 公布 主席令第 71 号／26.07.01 施行 

2 生态环境法典 

26.03.12 公布 主席令第 70 号／26.08.15 施行 

3 国家发展规划法 

26.03.12 公布 主席令第 72 号／同日施行 

4 关于国民经济和社会发展第十五个五年规划纲要的决议 

26.03.12 公布 全国人民代表大会 

5 关于原产于日本、加拿大和印度的进口卤化丁基橡胶反倾销调查的最终裁定 

26.03.13 公布 商务部公告 2026 年第 15 号／26.03.14 施行 

6 关于全面推广跨境电商零售出口商品跨关区退货的公告 

26.03.12 公布 海关总署公告 2026 年第 24 号／26.04.01 施行 

7 关于开展氢能综合应用试点工作的通知 

26.03.06 公布 工业和信息化部等 工信部联节[2026]59 号 

8 关于修改《节能减排补助资金管理暂行办法》的通知 

26.02.14 公布 财政部 财建[2026]16 号／同日施行 

9 关于进一步做好自然资源要素保障的通知 

26.03.05 公布 自然资源部等 自然资发[2026]38 号／同日施行 

10 医疗卫生机构传染病防治监督执法工作规范（2026 版） 

26.02.11 公布 国家疾病预防控制局等 国疾控监督一发[2026]7 号／同日施

行 

11 关于做好后续品种实施医疗器械唯一标识工作的公告 
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26.03.04 公布 国家药品监督管理局等公告 2026 年第 21 号 

12 关于特定情形实施医疗器械唯一标识有关事项的公告 

26.01.23 公布 国家药品监督管理局公告 2026 年第 15 号 

13 关于批准注册 235 个医疗器械产品的公告（2026 年 2 月） 

26.03.11 公布 国家药品监督管理局公告 2026 年第 25 号 

14 消费者权益保护典型案例 

26.03.15 公布 最高人民法院 

15 消费者权益保护公益诉讼典型案例 

26.03.15 公布 最高人民检察院等 

16 检察机关依法惩治制售伪劣商品犯罪典型案例 

26.03.14 公布 最高人民检察院 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 个人贷款业务明示综合融资成本规定 

26.03.03 公布 国家金融监督管理总局等 金规[2026]2 号／26.08.01 施行 

2 公开募集证券投资基金信息披露内容与格式准则第 2 号—定期报告的内容与格

式 

26.03.13 公布 中国证券监督管理委员会公告[2026]5 号／26.05.01 施行 

3 理财公司监管评级暂行办法 

26.03.06 公布 国家金融监督管理总局 金规[2026]1 号／同日施行 

 

第 3 ロシア 

1 消費者の権利の保護に関するロシア連邦法律第 16.1条への変更の導入に関す

る 2025 年 10 月 15 日付ロシア連邦法律 No.376-FZ 

2026 年 3 月 1 日から施行 

2 ロシア連邦住宅法典への変更の導入に関する 2025 年 10 月 15 日付ロシア連

邦法律 No.375-FZ 

2026 年 9 月 1 日から施行 

3 ロシア連邦租税法典第 1 部第 5 条への変更の導入に関する 2025 年 10 月 15

日付ロシア連邦法律 No.373-FZ 

公布の日から施行 

4 ロシア連邦における教育に関するロシア連邦法律第 108 条への変更の導入に

関する 2025 年 10 月 15 日付ロシア連邦法律 No.377-FZ 

5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 
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1 引渡し法 

25.11.26 可決 法律第 100/2025/QH15 号／26.07.01 施行 

2 受刑者移送法 

25.11.26 可決 法律第 101/2025/QH15 号／26.07.01 施行 

3 民事司法共助法 

25.11.26 可決 法律第 102/2025/QH15 号／26.07.01 施行 

4 刑事司法共助法 

25.11.26 可決 法律第 103/2025/QH15 号／26.07.01 施行 

5 緊急事態法 

25.12.03 可決 法律第 104/2025/QH15 号／26.07.01 施行 

6 環境警察法令の若干の条項を修正し、又は補充する法令 

25.12.03 可決 法令第 09/2025/UBTVQH15 号／25.12.15 施行 

 

第 5 韓国 

1 刑法一部改正法 

26.03.12 公布 法律第 21450 号／一部を除き、26.09.13 施行 

2 憲法裁判所法一部改正法 

26.03.12 公布 法律第 21452 号／同日施行 

3 民法一部改正法 

26.03.17 公布 法律第 21454 号／同日施行 

4 民事訴訟法一部改正法 

26.03.17 公布 法律第 21455 号／28.03.01 施行 

5 仲裁法一部改正法 

26.03.17 公布 法律第 21459 号／28.03.01 施行 

6 行政訴訟法一部改正法 

26.03.17 公布 法律第 21461 号／28.03.01 施行 

 

第 6 台湾 

1 增訂並修正中華民國刑法條文 

26.03.13 公布 総統府 華總一義字第 11500025171 號令／翌日施行 

2 增訂並修正中華民國刑法施行法條文 

26.03.13 公布 総統府 華總一義字第 11500025181 號令／翌日施行 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 9 インドネシア 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 10 フィリピン 

1 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2026-06 

  FINANCIAL REPORTING FRAMEWORK (FRF) FOR TAKAFUL 

WINDOW OPERATIONS 

26.03.11 付／直ちに施行 

2 INSURANCE COMMISSION 

  CIRCULAR LETTER NO. 2026-07 

  GUIDELINES ON THE ELECTRONIC SUBMISSION OF THE 

INTERIM FINANCIAL STATEMENTS OF HEALTH MAINTENANCE 

ORGANIZATIONS 

26.03.11 付／直ちに施行 

3 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 020-2026 

  GUIDELINES IN THE FILING OF ANNUAL INCOME TAX RETURNS 

AND PAYMENT OF CORRESPONDING TAXES DUE THEREON FOR 

CALENDAR YEAR 2025 

26.03.16 付 

4 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE REGULATIONS NO. 002-2026 

  GUIDELINES IN THE AVAILMENT OF THE FISCAL INCENTIVES 

UNDER SECTION 38 OF REPUBLIC ACT NO. 12120, OTHERWISE 

KNOWN AS THE “PHILIPPINE NATURAL GAS INDUSTRY 

DEVELOPMENT ACT” 

26.03.17 付／官報又は BIR ウェブサイトにおいて公布された日のいずれ

か早い方から 15 日後に施行  

 

第 11 インド 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 14 ウズベキスタン 

1 人工知能に基づくソリューションの開発、導入及び利用に関する倫理規則の

承認に関するウズベキスタン共和国デジタル技術大臣の命令 

2026 年 2 月 24 日付 No.284-mh 同年 3 月 14 日法務省登録 No.3787／同

年 6 月 17 日から施行 

2 不動産使用における先端情報技術の導入に係る措置に関するウズベキスタン

共和国閣僚会議決定 

2026 年 3 月 16 日付 No.104／同月 17 日施行 

3 国有財産の民営化分野の改善に伴ういくつかのウズベキスタン共和国法令へ

の変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2026 年 3 月 17 日付 No.ZRU-1122／同日施行 

4 ウズベキスタン共和国サイバーセキュリティ戦略の策定及びサイバー犯罪防

止体制の強化に関するウズベキスタン共和国大統領令 

2026 年 3 月 10 日付 No.UP-38／同月 11 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 添付法令資料 

   1 韓国地方自治法（目次） 

   2 中国国家产业技术工程化中心管理办法（目次） 

   3 住宅セクターにおけるリスクベース事業許可の実施における事業活動基準、

監督実施及び制裁賦課に関する 2025 年 12 月 31 日付インドネシア共和国住宅

及び居住地域大臣規則 No.18（目次） 

   4 ベトナムにおける国際金融センターに関するベトナム国会の決議（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 
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穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

高梨 未央  弁護士：インド法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：越南法令担当 

和泉 貴夫  弁護士：日本法令担当 

宮代 瑛子  弁護士：日本法令担当 

吉場 智哉  弁護士：日本法令担当 

福島 幹   弁護士：日本法令担当 

菰原 奏二朗 弁護士：インドネシア法令担当 

宋 恩知   弁護士：インドネシア法令担当 

原 茉莉菜  弁護士：インドネシア法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 
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山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


